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1．雇用調整助成金の申請数が急増 

総務省が 5月 31 日に公表した労働力調査によると、4月の完全失業率は前月から 0.1 ポイント上

昇し 4.7％となった（共同通信集計・事前予想：4.7％、当社予想も 4.7％）。 

労働力調査は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県、福島県において調査の実施が困難と

なったため、3月分から当該 3 県を除いた結

果が公表されている。このため、雇用情勢の

実態は公表値よりも悪化している可能性が

高いことには留意が必要だ。 

就業者数は前年比 0.1％（3月：同▲0.2％）

と 2ヵ月ぶりに増加に転じ、失業者数は 309

万人（前年比 30 万人の減少）となり、11 ヵ

月連続で前年の水準を下回った。ただし、季

節調整値で見ると、就業者数は 2ヵ月連続で

減少し、失業者数は 2ヵ月連続で増加してい

る。雇用情勢は厳しさを増していると判断さ

れる。 

 

雇用調整助成金の申請数は09年夏頃から緩やかな減少が続いていたが、震災発生後の11年3月、

4 月と急増した。これは東日本大震災に伴

い、雇用調整助成金の特例が拡充された

（青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城

県、栃木県、千葉県、長野県、新潟県のう

ち災害救助法適用地域に所在する事業所

等の支給要件を緩和）ことによるものであ

る。リーマン・ショック後と同様に、雇用

調整助成金の支給要件緩和が震災後の失

業率の上昇を抑制する役割を果たすこと

になるだろう。 
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雇用者数の内訳を産業別に見ると、製造業の雇用者数は前年と同水準（3 月：▲23 万人減）とな

った。鉱工業生産は 3 月には急速に落ち込ん

だが、4 月に若干持ち直した後、5 月以降は大

幅な増産が見込まれている。生産の落ち込み

が短期間でとどまれば製造業の本格的な雇用

調整は回避されるだろう。一方、堅調な動き

が続いていた卸売・小売業は前年に比べ▲34

万人減（3月：3 万人増）と大幅な減少となっ

た。震災後の個人消費の急速な落ち込みが影

響している可能性があり、5月以降の動きが注

目される。 

 

２．被災地では新規求人、求職ともに大幅増 

厚生労働省が 5 月 31 日に公表した一般職業紹介状況によると、4 月の有効求人倍率は前月から

0.02 ポイント低下し 0.61 倍となった(共同通信集計・事前予想：0.62 倍、当社予想も 0.62 倍)。 

有効求人数が前月比▲1.7％と 1 年ぶりに減少に転じる一方、有効求職者数が前月比 1.8％と 1年

7 ヵ月ぶりに増加に転じたため、有効求人倍

率は 1年 5ヵ月ぶりに悪化した。 

有効求人倍率の先行指標である新規求人

倍率は前月から0.03ポイント低下の0.95倍

と、3 ヵ月連続で悪化した。新規求人数、新

規求職申込数を地域別に見ると、直接の被災

地である東北地方では、復興、復旧に向けて

新規求人数が大幅に増加する一方、震災によ

って職を失った人が多かったため、新規求職

申込件数も急増した。 
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（注）09年12月までは全国、10年1月以降は岩手県、宮城県、福島県除き
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